交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　健やか部 子育て支援課　
	処分の概要
	児童扶養手当の増額の改定(増額・減額)

	法令名
根拠条項
	児童扶養手当法　第8条

	法令番号
	昭和36年法律第238号

	【基準】
　　児童扶養手当法施行規則第2条及び第3条、児童扶養手当市等事務取扱準則について(平成14年7月4日雇児発第704003号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知)

(手当額の改定の請求及び届出) 
第二条 　法第八条第一項の規定による手当の額の改定の請求は、児童扶養手当額改定請求書(様式第四号)に、新たな対象児童に係る次の各号に掲げる書類等を添えて、これを手当の支給機関に提出することによつて行わなければならない。 
　一 　戸籍の抄本及び新たな対象児童の属する世帯の全員の住民票の写し 
　二 　前条第一号の二から第三号まで、第六号又は第九号に該当する場合には、それぞれ当該各号に掲げる書類等 
　三 　前条第四号又は第五号に該当する場合であつて、新たな対象児童の父又は母とその他の対象児童の父又は母が同じでないときには、それぞれ当該各号に掲げる書類等 
第三条 　手当の支給を受けている者(以下「受給者」という。)は、法第八条第三項の規定による手当の額の改定を行うべき事由が生じたときは、速やかに、児童扶養手当額改定届(様式第五号)を手当の支給機関に提出しなければならない。

　(手当の額の改定時期)
　　手当の支給を受けている者につき、新たに監護等児童があるに至った場合における手当の額の改定は、その者がその改定後の額につき認定の請求をした日の属する月の翌月から行う。
　　この場合において、災害その他やむを得ない理由により認定の請求をすることができなかった場合、その理由がやんだ後15日以内にその請求をしたときは、手当の支給は、受給資格者がやむを得ない理由により認定の請求をすることができなくなつた日の属する月の翌月から始める。

	標準処理期間
	30日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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